
平成２９年度
一般会計・特別会計・企業会計補正予算を可決

　一般会計の歳入の主なものは、各種事業に伴う分担金および負担金、国・県支出金、市債を増額するほか、
過年度事業の精算や返還による諸収入、額の確定等による地方特例交付金、地方交付税、繰越金、財源調整の
ための財政調整基金繰越金を計上するものである。
　歳出の主なものは、「ＬＥＤ防犯灯設置補助事業」「住民基本台帳事務」「天山地区共同環境組合事業（建設）」「園
芸施設機械支援事業」「スマートインターチェンジ整備事業」「農地及び農業用施設災害復旧費」などを計上する
ものである。
　なお、人事異動等に伴う職員の人件費の補正についても計上している。

事　業　名 補正予算額 事　業　名 補正予算額

天山地区共同環境組合事業（建設） ８,２３９万円 社会資本整備総合交付金事業
（維持補修） １,６２１万円

スマートインターチェンジ整備事業 ３,３７５万円 住民基本台帳事務 １,１２３万円
農地及び農業用施設災害復旧費 ２,５７１万円 小城明治維新１５０年記念事業   ２４０万円
園芸施設機械支援事業 ２,０１６万円 ＬＥＤ防犯灯設置補助事業 　１９４万円
社会資本整備総合交付金事業

（橋りょう補修） １,６５０万円 社会資本整備総合交付金事業
（道路新設改良） ▲１８１万円

＜ 補 正 予 算 の 主 な も の ＞

  平成２９年度　９月補正予算の状況  
一 般 会 計 ・ 特 別 会 計

会　計　区　分 補正前の額 補　正　額 補正後の額
一　般　会　計（第１号） ２１２億１,２８５万円 ２億３,４０８万円 ２１４億４,６９３万円
特　別　会　計 ８８億９,７２８万円  ２,３０５万円  ８９億２,０３４万円
授産場特別会計 ２,４２７万円         ９１万円 ２,５１８万円
簡易水道特別会計 ８１１万円 ０（財源組替え） ８１１万円
下水道特別会計 ２３億１,８９２万円 １,３６３万円 ２３億３,２５５万円
国民健康保険特別会計 ６０億４,４５０万円  ８１万円 ６０億４,５３２万円
後期高齢者医療特別会計   ５億  １４７万円 ７６９万円 ５億  ９１６万円

企 業 会 計
会　計　区　分 補正前の額 補　正　額 補正後の額

水道事業会計 5億9,０６６万円 ３０万円 ５億9,０９６万円
病院事業会計 1３億５,０８８万円 ７８０万円 1３億５,８６８万円

※単位未満は切り捨てているため、合計が合わない場合もあります。
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